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第 4回 ケアニーズに応じた支援有識者会議 提出資料 
2026年 3 月 19 日 山口有紗 

 

里親・ファミリーホームにおけるケアニーズに応じた支援と制度 
 
0. 前提 
措置先の種類に関わらず、まず子ども一人ひとりの「基本的なニーズ」と「スペシャルニーズ」を把握
し、それに基づいた支援を行うことが必要である。その際には、子ども自身や身近な支援者も含めたア
セスメントが重要である。ただし、基本的なニーズを十分に満たすにあたって、さまざまな体験や状況
を経験したのちに措置された子どもたちには、特に丁寧なアプローチが必要である（前回までの議
論）。ただし、子どもと共に、子どもをの声を大切に措置や支援を考える際に、必ずしもその声が言語
により表出される「意見」にとどまらないことに十分に留意する。乳幼児の方やさまざまな障害のある
方、あるいは同じ子どもでも時により言語による表現をしないことや表出が揺らぐこともありうる。そ
れを踏まえて、子どもにとってのニーズをとらえることが重要である。 
 

1．措置先の決定について 
措置先の決定には、子どもに選択肢が保障され、発達にあった十分な説明と対話がなされた上で、子
どもにとって最善の措置先を子どもの意見を十分に考慮することが重要である。措置方針を決定する際
には、援助方針会議等の対話の場に子ども自身が参画することや会議資料に必ず「子どもの声」という
欄を設けるなどの工夫も検討されるべきである。 
 
一方で、現状では、「子どものニーズ」ではなく 

• 施設や里親の空き状況 
• 受け入れの可否（登校していないため里親でのケアが難しい、行動上の課題があるので里親での

ケアが難しいなど） 
によって措置先が決定されることもあり、子どものニーズと措置先のミスマッチが生じる場合がある。
（このような場合、一時保護期間が長期化し、子どものニーズが十分に満たされない可能性もある。保
護の長期化は避けるべきという前提で、一時保護中にも、定期的なアセスメントが必要） 
したがって、措置先の量的拡充/質的向上の両方の取り組みが必要である。 
 
量的拡充については、例えば里親になる上での障壁を明らかにし、支援策を整備する必要がある。 
例えば、 

• 住宅環境（子どもが暮らすだけの十分な広さの部屋） 
• 共働き家庭への支援（保育・放課後の居場所、子どもが学校に行かない場合のサポートなど） 
• 夫婦間の意見の違いに対する相談支援 

などである。また、代替養育の新しい形として、前回古屋委員から指摘のあった、キンシップケア等の
家庭支援の制度的整備についても検討が重要である。 
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質的向上については、「２」に記載した。 
 
2．措置先において必要な支援と制度 
子どものウェルビーイングの保障には、基本的なニーズ、さまざまな逆境による影響のケア、保護的・
補償的な関係性・環境・経験などを、生活の中で意図的にかつ十分に保障することが必要である。 
そのためには「計画を立てる」「学ぶ・実行するための環境を整える」「日々の暮らしで実行する」「定
期的にアセスメントする」のサイクルを繰り返していくことが必要である 
 
「計画」について、例えば、 

• 十分な食事と生活環境 
• 安全な住居 
• 文化活動・余暇活動へのアクセス 
• 安定した居場所 
• 心理的な親の存在 

などを計画的に提供する（措置先に任せずに、アセスメントの項目一つ一つについてどのように保障し
ていくのかを個別に計画する）ことが、子どものニーズを満たすことにつながる。 
 
「学ぶ」について、研修等を通して、子どものウェルビーイングに関する基本理念、基本的なニーズを
共有することが重要である。この共通理解は、子どもの関わる可能性のあるすべての人が共有している
ことが望ましい（例えば関係する学校、子どもの居場所、施設の事務、調理、清掃の方なども）。共通
理解には以下が含まれる。 

• 子どもの権利（理念だけでなく生活との具体的な関係） 
• エコロジカルモデル 
• 発達段階に応じたニーズ 
• 神経発達の多様性 
• アタッチメント 
• トラウマの影響とケア 
• 保護的・補償的要因 
• 支援者自身のケア 

 
「実行する」について、知識があるだけでは実行できないため、人的、物理的、資金の充足ことが重要
である。例えば、 

• 進学や学習支援 
• 実親・きょうだいとの交流のための支援 
• 習い事・文化活動 
• 十分な生活空間 
• 自然へのアクセス 

などがどの子どもにも十分にあることを確認し、その実現のために必要な資源を国が保障する。 
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その上で、専門里親など、より複雑なニーズを持つ子ども（アタッチメントの形成困難やトラウマの影
響、神経発達の特性を持った子どもなど）を支える場合には、一般知識の習得だけではなく、 

• 継続的な、発達や心理の専門家による個別のスーパービジョン 
• 地域支援との連携（里親やファミリーホームと、学校や地域の居場所とのアセスメント共有およ

び対話、役割確認のファシリテーションを、里親支援センターなどがコーディネートする） 
など、より密な専門支援が必要となる。 
 
また、ケアニーズの高い子どもへの専門的支援として、PCIT, CARE, ARCなどの、アタッチメントを
支えるかかわりや、トラウマに焦点を当てた支援・治療を、地域格差なく提供できる体制の整備が望ま
れる。 
 
加えて、里親や施設職員のケアも不可欠である。例えば、定期的な心理カウンセリング・スーパービジ
ョンを予防的な支援を制度として義務化することが重要である。 
 
措置後も、子どもと共に定期的なアセスメントを行い、計画を見直し、必要な資源を充足できるように
する。 
 
3．措置解除後の振り返り 
措置解除後には、 

• その措置が子どものニーズをどの程度満たしていたか 
• 満たすにあたって役に立ったことは何か 
• 満たされていなかった点は何か、何があったら良かったか 
• 上記を踏まえて今後どのようなことが必要か 

などを子どもと共に振り返る仕組みが必要である。 
また、措置解除後も子どもの状態を定期的に把握し、子ども期から成人期に至るまでライフコースを
通した状況を継続的に把握できる仕組みの構築が望まれる。 
 
4．次回以降の検討に向けて 
時間が限られていることから、何もないところから議論をするよりも、これまでの調査研究などをあら
かじめ整理し、 

• 現状、課題、制度とのギャップ 
などを明らかにした上で議論を進めることが望ましい。例えば、次回以降の心理治療施設や児童自立支
援施設については、令和 6 年度 子ども・子育て支援等推進調査研究事業「ケアニーズの高いこどもを
支援する施設のあり方に関する調査研究」などの既存研究の整理をしておくことが有用と思われる。 


